一般競争入札参加資格審査申請書

                                                                   　令和　　年　　月　　日

　北海道博物館長　石森　秀三　様

　令和４年度において、北海道で発注する「北海道博物館内及び展示資料の3D撮影をもとにしたデジタルコンテンツ制作業務」の一般競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。
  なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

  １　申請者
	所在地
	
	代表者印

	商号又は名称
	
	

	代表者職氏名
	
	

	担当者
	所　属

職氏名
	
	

	
	電　話

ＦＡＸ
	
	

	
	
	
	



  ２　入札に参加するために必要な資格の有無（資格ありの場合□にレを表示のこと）
      
	資格要件
	□　地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助人　であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。）でないこと。
□　地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者　でないこと。
□　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
□　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。
□　暴力団関係事業者等でないこと。
□　道税を滞納している者でないこと。
□　本店が所在する都府県の事業税を滞納している者でないこと。
□　消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。
□　健康保険法第48条の規定による届出の義務を履行している者（当該届出の義務がない場合を除く。）であること。
□　厚生年金保険法第27条の規定による届出の義務を履行している者（当該届出の義務がない場合を除く。）であること。
□　雇用保険法第７条の規定による届出の義務を履行している者（当該届出の義務がない場合を除く。）であること。
□　北海道内に本店、支店又は営業所等を有すること。
[bookmark: _GoBack]□　直近３カ年において、国立又は都道府県立の博物館・美術館等において、次の業務について、契約を締結し、かつ、誠実に履行した者であること。
　　１　博物館展示室等で屋内の360度画像撮影及び3Dデータ作成について、本業務と同規模程度の業務実績があること。
　　２　博物館資料等の3Dスキャニングについて、本業務と同規模程度の業務実績があること。
□　本業務には、測量士及び測量士補の資格を有する作業員がそれぞれ１名以上、常時従事できる体制とすること。
□　本業務には、ソフトウエア開発技術者が１名以上、常時従事できる体制とすること。
□　製造製作に係る部門が品質マネジメントシステムISO9001:2015の認証を受けている者であること。

	
	


 　※「国」には、独立行政法人、国立大学法人等（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第５項に規定する国立大学法人等をいう。）及び特別法の規定により設立された事業団を含むものとする。また、「地方公共団体」には、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。）及び地方住宅供給公社を含むものとする。
３　添付書類
　　 □　別紙１－１　一般競争入札参加資格審査申請調査票
□　別紙１－２　業務等履行実績証明書
□　別紙２　誓約書
     □　道税に滞納がないことを証明する証明書（納税証明書）　
　　 □  本店が所在する都府県の事業税に滞納がないことを証明する証明書（納税証明書）原本又は写し１部
　　 □　消費税及び地方消費税に滞納がないことを証明する証明書（納税証明書）原本又は写し１部
　　 □　健康保険・厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類（納入告知書、資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書、適用通知書など加入状況が確認できる書類のいずれか一つ）写し１部
　　 □　雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類（保険関係成立届、領収済通知書、概算・確定保険料申告書（控）など加入状況が確認できる書類のいずれか一つ）写し１部
　　 □　社会保険等適用除外申出書（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入義務のない場合）
　　 □　測量士、測量士補及びソフトウエア開発技術者が在籍していることを証明する書類（左記の有資格者で業務を担当する者全員分）の写し　１部
　　 □　本業務に係る業務実施体制がわかる文書（形式は任意とする） １部
     □　製造製作に係る部門が品質マネジメントシステムISO9001:2015の認証を受けている者であることを証明する書類の写し １部

※注１　納税証明書等は３ヶ月以内に発行されたものを添付すること。
	※受付印


     ※注２　納税証明書等が写しの場合は、申請時に原本を持参すること。







	※受付番号
	
	※確認者
	印



